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第１四半期の業績は、総じて前年度と同様の傾向、特徴が続きました。

すなわち２０１１年度に飛躍的に伸長したモバイル計測事業が当第１四半
期も順調に推移したことです。それに比して、産業用エレクトロニクス市場
は日本市場を除き、設備投資にブレーキがかかるなど、マクロ経済の停滞
を反映した状況になりました。

モバイル計測市場の市場状況は次のとおりです。

（１） スマートフォンの新しいモデルの開発競争、販売競争で活発な動きを

見せる携帯端末製造市場は、前年同期を上回る積極的な設備投資がみら
れました。とりわけ、スマートフォンの新モデルの投入で巻き返しを図る日
本の携帯端末ベンダーは、生産設備の更新を図りました。

（２） 第４世代の新たな超高速モバイル通信方式、ＬＴＥ方式の研究開発用

の計測システムは、チップセット・ベンダー、オペレーターからの需要が拡
大しました。

産業機械事業は、国内外とも前年度並みで推移しました。

その他事業の情報通信事業なども、前年度と同様の動きになっています。
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計測事業の大幅な増収増益によって、グループ全体としても、営業利
益は４０億円、税引前利益は３６億円、当期利益は２５億円と、それぞれ
前年同期比で大幅な増益となりました。



四半期単位の計測事業の受注高は、２０１０年度・第３四半期から７四

半期連続して、前年同四半期を上回って推移しました。とりわけ、計測事
業が、リーマンショック以降、最高の四半期受注高となる１８９億円（前期
比＋５％）を記録しました。
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計測事業は、先述のとおり、前年同期比１２％の増収となる売上高１７０

億円を達成し、営業利益４０億円、営業利益率２３．６％の成果となりまし
た。

産業機械事業は、売上高、営業利益とも、ほぼ前年同期並みの水準
でした。



当第１四半期の連結営業利益率は１８．５％、

計測事業の営業利益率は２３．６％でした。

なお、２０１１年度の第２、第３、第４の各四半期の数値は、監査前の国際
会計基準の値を参考として掲載してあります。
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日本市場、アジア市場が前年同期比で伸長しました。

（１） 米州は、ＬＴＥ関連市場が引き続いて活発である一方、無線基地局
の建設保守市場への投資も上向く傾向にありました。

（２） EMEAは、有力な携帯端末ベンダーやチップセット・ベンダーなど

の人員削減や開発拠点、製造サイトの閉鎖など厳しい経済状況が続く状
況にもかかわらず、前年同期並みの水準を確保しています。

（３） アジア市場は、携帯端末の製造市場を軸に前年同期より順調に増
加しました。

（４） 日本市場は、携帯端末ベンダーのスマートフォンの新モデルの投
入やオペレーターの無線ネットワークの整備への積極的な投資があり、
順調に増加しました。
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営業キャッシュフローは５０億円の資金獲得となり、営業キャッシュフ
ロー・マージンは２３．１％（前年同期１８．２％）となりました。

これの主な要因は、第１四半期の特徴である前年度末の売上債権の
回収に加えて、四半期利益の増加によるものです。設備投資の８億円は、
主に計測事業の強化や厚木地区の再開発などを目的とするものです。

その結果、フリー・キャッシュフローは４１億円の資金獲得となりました。



２０１２年度の通期業績の見通しは、４月に発表した予想値と同じです。

なお、２０１１年度の実績値は監査済みの国際会計基準の値です。

第１四半期の計測事業の受注高は、前年同期比で５％伸びましたが、第
２四半期の受注動向は前年同期並みを見込んでいます。一方で、６月末
の受注残高が前年６月末比で４１億円減少の１６６億円であるため、当上
半期の売上高、利益はほぼ前年度上半期並みを見込みます。

２０１２年度前半の経済環境は、欧州債務危機の出口が見えないまま、
金融不安の増大、各国景気見通しの前年割れなどによって、設備投資
動向に不透明感が増しています。このように、厳しい事業環境が予測さ
れますが、年初の業績見通しの達成に向けて、全力で取り組んでまいり
ます。
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アンリツグループは、２０１２年４月１日から連結決算の会計基準として
国際会計基準ＩＦＲＳを適用しています。

国際会計基準を早期に任意適用する主な理由は、

市場、お客さま、競合メーカーなど、事業の主要な要素がグローバルで
あることによります。そのような事業環境から、世界標準の財務会計を
ベースにした経営システムを構築する必要性がありました。

国際会計基準の導入に伴い、連結決算に影響する主な項目は

・退職給付会計の数理計算上の未認識債務を一括して認識すること

・試験研究費の一部を費用処理から繰延資産の計上に変更すること

・為替換算調整勘定を利益剰余金に組み入れるために生じる株主資本
の減額

などです。とりわけ退職給付債務を顕在化することにより、純資産の大幅
な減額となり、自己資本比率が、２０１２年３月末現在で、４８．５％から４
２．１％まで低下することになりました。一方で簿外債務を認識することに
より、透明度の高い情報開示を行うことができます。その上で、アンリツ
は財務体質の健全化に一層の努力をしてまいります。
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２０１０年９月に起債したユーロ円建て転換社債ＣＢ、１００億円の株式
への転換を促進するために、「コールオプション（繰り上げ償還）の権利」
を行使します。２０１２年６月３０日現在で、転換率６８．４％となり、残高
は３１億６千万円です。当残高の株式への転換と通期見通しの達成に
よって、自己資本比率が改善し、財務体質の健全性が進むことが期待さ
れます。
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財務体質の健全化の重要な指標として、自己資本比率、Ｄ／Ｅレシオを

取り上げて、日本基準ベースでの指標推移と国際会計基準ベースでの
指標推移を対比して表示しました。なお格付け機関Ｒ＆Ｉによって本年５
月に格上げされた格付けランクＢＢＢ＋には、会計基準変更の影響は織
り込み済みです。アンリツは、国際会計基準の下、健全な財務体質の中
長期目標とする、自己資本比率６０％以上、Ｄ／Ｅレシオ３０％以下に取
り組んでいきます。
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株主・投資家のみなさまのご支援とご協力をお願いして、２０１２年度の
最初となる第１四半期の業績報告とします。
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